
　「2024 年問題」物流２法改正案が
閣議決定されました

働き方改革関連法が本年４月から適用されることによる物流
業界の「2024 年問題」に対応するため、商慣習の見直しや
効率化に向けた物流関連２法の改正案が閣議決定されまし
た。主な内容は以下の通りです。

◆荷主・物流事業者に対する規制【流通業務総合効率化法】
・荷主・物流事業者に対し、物流効率化のために取り組むべ
き措置について努力義務を課し、当該措置について国が判断
基準を策定。
・上記取組状況について、国が判断基準に基づき指導・助言、
調査・公表を実施。
・上記事業者のうち、一定規模以上のものを特定事業者とし
て指定し、中長期計画の作成や定期報告等を義務付け、中長
期計画に基づく取組みの実施状況が不十分の場合、勧告・命
令を実施。
・さらに、特定事業者のうち荷主には物流統括管理者の選任
を義務付け。
※法律の名称を「流通業務の総合化及び効率化の促進に関す
る法律」から「物資の流通の効率化に関する法律」に変更

◆トラック事業者の取引に対する規制【貨物自動車運送事業
法】
・元請事業者に対し、実運送事業者の名称等を記載した実運
送体制管理簿の作成を義務付け。
・荷主・トラック事業者・利用運送事業者に対し、運送契約
の締結等に際して、提供する役務の内容やその対価（附帯業
務料、燃料サーチャージ等を含む）等について記載した書面
による交付等を義務付け。
・トラック事業者・利用運送事業者に対し、他の事業者の運
送の利用（＝下請けに出す行為）の適正化について努力義務
を課すとともに、一定規模以上の事業者に対し、当該適正化
に関する管理規程の作成、責任者の選任を義務付け。

はインターンシップが広く活用されている実態がわかりま
す。

◆インターンシップ等の内容
同調査によれば、インターンシップ・仕事体験の内容として
は、「グループワーク（企画立案、課題解決、プレゼンなど）」
が 75.1％で最多となっており、「若手社員との交流会」

（58.7％）、「人事や社員からの講義・レクチャー」（50.2％）、
「会社見学・工場見学・職場見学」（49.9％）と続いています。
また、「実際の現場での仕事体験」（33.2％）は前年より 6.8
ポイント増加しており、より実際の仕事への理解を促すため
の内容にシフトしていることがわかります。

◆効果的なインターンシップの実施を
インターンシップに参加した学生は、その企業の選考に進み
たいという意向を持つ割合が高いという調査結果もあります

（株式会社ベネッセ i- キャリア「2025 年卒大学生　夏のイン
ターンシップ」に関する調査）。売り手市場の現況において、
企業理解を促進し、自社のアピールのため、採用後のミスマッ
チを防ぐためにも、効果的なインターンシップの実施を検討
したいところです。

【マイナビ 2025 年卒 大学生広報活動開始前の活動調査】
https://career-research.mynavi.jp/wp-content/uploads/2024
/02/s-internship-25-02.pdf
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◆軽トラック事業者に対する規制【貨物自動車運送事業法】
・軽トラック事業者に対し、①必要な法令等の知識を担保す
るための管理者選任と講習受講、②国土交通大臣への事故報
告を義務付け。
・国交省による公表対象に、軽トラック事業者に係る事故報
告・安全確保命令に関する情報等を追加。

【国土交通省プレスリリース「流通業務の総合化及び効率化
の促進に関する法律及び貨物自動車運送事業法の一部を改正
する法律案」を閣議決定】
https://www.mlit.go.jp/report/press/tokatsu01_hh_000747.h
tml

　採用活動における
　インターンシップ利用の増加

◆インターンシップ利用の増加
採用活動において、インターンシップの実施は現在、欠かせ
ないものになっています。令和４年６月には、文部科学省・
厚生労働省・経済産業省の合意による「インターンシップの
推進に当たっての基本的考え方」（３省合意）が改正され、
一定の基準を満たしたインターンシップで企業が得た学生情
報を、広報活動や採用選考活動に使用できるよう見直しがな
されるなど、国としてもインターンシップの活用を推進して
いるところです。

◆学生のインターンシップ等の参加率は 85.7％
マイナビが、マイナビ 2025 会員のうち 2025 年３月卒業見
込みの全国の大学３年生、大学院１年生（有効回答数 2,633 名）
を対象に実施した調査によれば、インターンシップ・仕事体
験の参加率は 85.7％となったそうです。これは 14 年卒の調
査開始以来で最高値となっており、現在の新卒採用において
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　　今月の税務と労務の手続

10 日
○　源泉徴収税額・住民税特別徴収税額の納付
　　［郵便局または銀行］
○　雇用保険被保険者資格取得届の提出
　　＜前月以降に採用した労働者がいる場合＞
　　［公共職業安定所］

15 日
○　給与支払報告に係る給与所得者異動届出書の提出
　　［市区町村］

30 日
○　預金管理状況報告の提出［労働基準監督署］
○　労働者死傷病報告の提出
　　＜休業４日未満、１月～３月分＞［労働基準監督署］
○　健保・厚年保険料の納付［郵便局または銀行］
○　健康保険印紙受払等報告書の提出［年金事務所］
○　労働保険印紙保険料納付・納付計器使用状況報告書の提
　　出［公共職業安定所］
○　外国人雇用状況の届出（雇用保険の被保険者でない場合）
　　＜雇入れ・離職の翌月末日＞［公共職業安定所］
○　公益法人等の法人住民税均等割の申告納付
　　［都道府県・市町村］
○　固定資産税・都市計画税の納付＜第 1 期＞
　　［郵便局または銀行］
　　　※都・市町村によっては異なる月の場合がある。

・土地価格等縦覧帳簿・家屋価格等縦覧帳簿の縦覧期間
（4 月 1 日から 20 日または第 1 期目の納期限までのいずれか
遅い日以降の日までの期間）
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